On the possibility of regional revitalization focusing on school: From the relationship between community school and social capital by 大束, 貢生
34
佛大社会学　第43号（2018）
／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／論　　　文
要　旨
　
　この小論の目的は，コミュニティ・スクールによる地域活性化について，ソーシャル・キャピタル
醸成の立場からの可能性をいくつかの文献から検討することにある。コミュニティ・スクールは，地
域住民が学校と連携することによって学校を中心とした地域ネットワークや絆の創出につながるが，
そこに必要とされているのが「熟議」「協働」「マネジメント」という機能である。ネットワーク，規範，
信頼を構成要素とするソーシャル・キャピタルには，結束型，橋渡し型，連結型があるが，「体制づくり」
「活動づくり」「関係づくり」を通じ醸成される。コミュニティ・スクールによるソーシャル・キャピ
タル醸成の可能性については，学校運営協議会という場と共同の教育活動における教職員と保護者，
地域住民間のコミュニケーションが，教職員と地域住民間のソーシャル・キャピタルの形成を促すこ
と，また橋渡し型ソーシャル・キャピタルの機能が醸成されること，学校を中心に活動することでソー
シャル・キャピタル全体の長期的維持と発達の可能性が示唆される。
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１．問題の所在
　この小論の目的は，コミュニティ・スクール
による地域活性化について，ソーシャル・キャ
ピタル醸成の立場からの可能性をいくつかの文
献から検討することにある。コミュニティ・ス
クールとは，保護者や地域住民等がともに知恵
を出し合い学校運営に意見を反映させることで，
一緒に協働しながら子供たちの豊かな成長を支
え「地域とともにある学校づくり」を進める仕
組みである（文部科学省　2018b）。コミュニ
ティ・スクールは「地方教育行政の組織及び運
営に関する法律」1）に基づいて設置されており，
公立小・中・高等学校に保護者や地域住民が委
員となる学校運営協議会を設置し市町村あるい
は都道府県教育委員会が指定することで，当該
学校はコミュニティ・スクールとなる（文部科
学省初等中等教育局参事官付　2016：3）。2004
年の文部科学省中央教育審議会答申「今後の学
校の管理運営の在り方」でコミュニティ・スクー
ルの創設が提言され，同年学校運営協議会制度
が導入されて以降，コミュニティ・スクールの
設置が広がり，2018年４月現在では46都道府県
内5432校，全国の学校のうち14.7％がコミュニ
ティ・スクールを導入している。
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　一方，我が国おいては，少子高齢化やそれに
伴う人口減少社会に対し政府一体となって取り
組み，各地域の特徴を生かした自律的で持続的
な社会を創生できるよう，2004年には地方創生
の理念等を定めた「まち・ひと・しごと創生法」
が公布・施行され，同法に基づき，今後目指す
べき将来の方向を提示した「まち・ひと・しご
と創生長期ビジョン」と，これを実現するため
の目標や施策等を提示した「まち・ひと・しご
と創生総合戦略」が閣議決定されている。その
戦略において，学校を核とした地域活性化及び
地域に誇りを持つ教育を推進することが謳われ
ている。さらに2015年に閣議決定された「まち・
ひと・しごと創生基本方針2015」において，学
校を核とした地域力強化の観点から，全公立小・
中学校において，学校と地域が連携・協働する
体制を構築するために，コミュニティ・スクー
ルや学校支援地域本部等の取り組みを一層促進
する旨が示されている（文部科学省　2015：7）。
すなわち，コミュニティ・スクールの設置によっ
て地域活性化が謳われている。
　ところで，コミュニティ・スクールの展開の
ためには，保護者や地域住民等が築く社会的
ネットワークが必要とされている。すなわち，
地域社会におけるソーシャル・キャピタル（社
会関係資本）が，コミュニティ・スクールの展
開に必要であり，またコミュニティ・スクール
の展開を通じて，地域社会におけるソーシャ
ル・キャピタルが醸成されることが期待されて
いる。では，コミュニティ・スクールと地域社
会のソーシャル・キャピタルはどのような関係
にあり，相互に展開・醸成されるのであろうか。
以下ではコミュニティ・スクールと地域活性化
についてこれまで展開された議論をまとめつつ，
特にコミュニティ・スクールとソーシャル・キャ
ピタルについてどのような議論が展開されてい
るのかについて概観し，コミュニティ・スクー
ルによるソーシャル・キャピタルの醸成可能性
について検討したい。
２．コミュニティ・スクールと地域
活性化
　文部科学省は，地域社会における民間団体・
企業・経済・労働関係団体など様々な機関・団
体や，個人として学校支援ボランティアに関
わっている地域の人々が，子供たちや学校の抱
える様々な課題に対応し子供たちの生命や安全
を守っていくために，子供を軸に据え様々な関
係機関や団体等がネットワーク化を図り，子供
たちを支える一体的・総合的な教育体制を構築
していくことが重要であるという（文部科学省
　2015：10）。こうしたことを念頭にコミュニ
ティ・スクールの設置が図られている。
　一方，学校と地域が連携・協働するだけでな
く，子供の育ちを軸に据えながら，地域社会に
ある様々な機関や団体等がつながり，住民自ら
が学習し，地域における教育の当事者としての
意識・行動を喚起していくことで，大人同士の
絆が深まり，学びも一層深まっていくともいう
（文部科学省　2015：10）。こうした，コミュニ
ティ・スクールと大人同士の絆が深まることは
どのような関係にあるのかについて，文部科学
省の見解を中心にみていきたい。
２. １．学校運営への保護者，地域住民の参画
　2015年の中央教育審議会答申によれば，この
答申の理念を「未来を創り出す子供たちの成長
のために，学校のみならず，地域住民や保護者
等も含め，国民一人一人が教育の当事者となり，
社会総掛かりでの教育の実現を図るということ
であり，そのことを通じ，新たな地域社会を創
り出し，生涯学習社会の実現を果たしていくと
いうことである」（文部科学省　2015：1）とい
う。前半部分「社会総がかりでの教育の実現」
がこの小論の焦点であるコミュニティ・スクー
ルの設置であり，コミュニティ・スクールを通
じ，新たな地域社会を作り出すことが目的とさ
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れている。一方，後半部分「生涯学習社会の実
現」はこの答申では「地域学校協働本部」の設
置として描かれている。コミュニティ・スクー
ルは，地域住民が学校と協働し学校を支える「地
域とともにある学校つくり」であり，地域学校
協働本部は社会教育の体制として地域住民や団
体等のネットワーク化等により学校との協働活
動を推進する「学校を核とした地域づくり」と
して描かれている（文部科学省　2018：1）。す
なわち，文部科学省によれば，「地域とともに
ある学校づくり」と「学校を核とした地域づく
り」はコミュニティ・スクールと地域学校協働
本部の設置を両輪として，学校教育と社会教育
の協働による「生涯教育社会」という地方創生
を担うものあると提言されている。
　ところで，2015年の中央教育審議会答申では，
コミュニティ ・スクールの意義を以下のように
述べている。2004年の「地方教育行政の組織及
び運営に関する法律」の改正により学校運営協
議会制度が導入され，コミュニティ・スクール
が開始された。こうしたコミュニティ・スクー
ルの設置は，学校運営の状況が地域住民や保護
者等に分かりにくく学校の閉鎖性や画一性等の
指摘がある中，時代の変化に応じて地域住民や
保護者等から学校教育に対する多様かつ高度な
要請や，開かれた学校運営を求める声が寄せら
れるようになっていること等が背景にあるとい
う（文部科学省　2015：13）。つまり，コミュ
ニティ・スクールは「地域住民や保護者等が学
校の運営に積極的に参画することによって，自
分たちの力で学校をより良いものにしていこう
とする意識の高まりを学校が的確に受け止め，
学校と地域住民や保護者等が力を合わせて学校
の運営に取り組むことが可能となる仕組みとし
て意義を持つ」（文部科学省　2015：13）という。
　したがって，コミュニティ・スクールの設置
は地域住民にとって以下のような魅力があると
いう。①「学校運営や教育活動等への参画を通
じ，子供たちと触れ合い，これまで学び培って
きたことを生かす機会が得られることで，自己
有用感や生きがいにつながる」，②「学校運営
や教育活動等への参画を通じ，地域の人々が集
うことで，学校が，社会的なつながりが得られ
る場となり，地域のよりどころとなる」，③「地
域のネットワークが形成されることで，地域づ
くりの輪が広がっていく」，④「学校を中心に
つながった絆は，地域の力を高め，地域の人々
に安心と生きがいを与える」，⑤「防災・防犯
等の観点からも，平素からの学校と地域の人々
との関係づくりが，地域の安全を守ることにつ
ながる」，⑥「企業やＮＰＯ，大学等が教育活
動等に参画することで，その専門性を生かす機
会を得ることができるとともに，社会的な信頼
の向上につながる」（文部科学省　2015：31）。
すなわち，地域住民にとっては，自己有用感や
生きがいにつながるとともに，学校が地域のよ
りどころネットワーク・絆の拠点となることで
地域の力を高め地域の安全を守ることにつなが
ると述べている（文部科学省初等中等教育局参
事官付　2016：2）。
　以上のように，学校運営協議会制度であるコ
ミュニティ・スクールは，地域住民が学校と連
携することによって，地域住民の個人的な有用
感や生きがいに加え，学校を中心とした地域
ネットワークや絆の創出につながることが期待
されている2）。
２. ２．地域住民による
　　　  主体性の場としての「熟議」
　それ故2015年中央教育審議会答申では，コ
ミュニティ・スクール設置に関して地域住民に
対しても意識の変容を求めている。「現代社会
の変容の中，子供の教育に対する責任を地域住
民が家庭や学校とともに分担していくためには，
地域社会において，行政サービス等の「公助」
を期待する地域住民の「受け身の意識」から，「互
助・共助」の視点を持って，自ら生活する地域
を創っていくという地域住民の「主体的な意識」
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に転換していくことが必要である。こうした意
識の醸成のためには，地域住民が「学び」を通
じて新たな関係を作り，それぞれで考え，成
長していくことが必要である」（文部科学省　
2015：8）という。そのために，コミュニティ・
スクールに必要とされているのが「熟議」「協働」
「マネジメント」という機能である。
　「熟議」とは「よりよい集団（学校）生活や
人間関係を築くために，「協働して取り組む一
連の自主的，実践的な活動」を「話し合い」を
重ねながら生み出そうというもの」（文部科学
省初等中等教育局参事官付　2016：10）である。
熟議の過程は「多くの当事者による「熟慮」と
「議論」を重ねながら課題解決を目指す対話」（文
部科学省　2018a：3）として捉えられる。地域
住民が当時者意識を持ち，子供たちがどのよう
な課題を抱えているのかという実態を共有する
とともに，地域でどのような子供たちを育てて
いくのか，何を実現していくのかという目標・
ビジョンを共有するために「熟議（熟慮と議論）」
を重ねること（文部科学省　2015：8）が必要
であるという。子供たちを社会の主体的な一員
として受け入れ，子供も大人も含め，より多く
幅広い層の地域住民が参画し，地域課題や地域
の将来の姿等について議論を重ね，住民の意思
を形成し様々な実践へとつなげていくことが重
要である（文部科学省　2015：8）とされるが，
そのためには熟議にもとづく共有と行動が必要
不可欠なものであるという。
　熟議の具体的なプロセスは，①多くの当事
者（保護者，教職員，地域住民等）が集まっ
て，②課題やビジョンについて「熟慮」し，「議
論」することにより，③互いの立場や果たすべ
き役割への理解が深まるとともに，④それぞれ
の役割に応じた解決策や方策が洗練され，⑤そ
れぞれが納得して自分の役割を果たす（文部科
学省　2018a：3）という一連の過程がある。ま
た熟議の具体的テーマとして例示されているの
は「子供たちがどう育ってほしいか」「学校と
地域が一緒にやれることとは」「いじめ」を撲
滅するには」「子供たちの「学力」を向上させ
るには」「地域の力をどう子供たちの教育に生
かすか」「下校時の安全をどう確保するか」な
どである（文部科学省初等中等教育局参事官付
　2016：10）。
　第二に「協働」については，「熟議」の実施
を通して学校と地域の信頼関係の基礎を構築し
た上で，学校運営に地域の人々が「参画」し，
共通の目標に向けて「協働」して活動していく
ことが大切であるという。第三に，中核となる
学校は，校長のリーダーシップのもと，目指す
べきビジョンの達成に向かって学校内の組織運
営を管理することにとどまらず，地域との関係
を構築し，地域人材や資源等を生かした学校運
営を行っていく力が必要であるという（文部科
学省初等中等教育局参事官付　2016：10）。
　「協働」「マネジメント」については，2015年
の中央教育審議会答申にも「学校と地域の信頼
関係の基礎を構築した上で，学校運営に地域の
人々が「参画」し，共有した目標に向かって共
に「協働」して活動していくこと」「その中核
となる学校は，校長のリーダーシップの下，教
職員全体がチームとして力を発揮できるよう，
組織としての「マネジメント」力を強化するこ
と」（文部科学省　2015：10）とあり，また校
長は，学校の最終意思決定者として，学校内は
もちろんのこと，地域や社会の動きを敏感に察
知し，これに対応した組織改革を推進する責任
と権限が付与されている。そのため，コミュニ
ティ・スクールの運営の充実にあたっては，校
長の強いリーダーシップが求められる（文部科
学省　2018a：4）と重ねて言及されている。
　こうした「熟議」「協働」「マネジメント」と
いう機能，すなわち熟議にもとづく協働，それ
を支えるマネジメントがコミュニティ・スクー
ルの運営に必要であり，さらには地域住民の主
体性を喚起することが学校を中心とした地域
ネットワークや絆が創出され地域活性化につな
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がることが謳われている。
３．コミュニティ・スクールと
　　ソーシャル・キャピタル
　以上みてきたように，コミュニティ・スクー
ルの展開によって地域活性化が目指されている
が，文部科学省が述べている地方創生や地域活
性化は具体的にどのような指標で測ることがで
きるのであろうか。露口健司は，2013年に閣議
決定された第２期「教育振興基本計画」におい
て，教育行政の基本的方向性として，①社会を
生き抜く力の養成，②未来への飛躍を実現する
人材の養成，③学びのセーフティネットの構築，
④絆づくりと活力あるコミュニティの形成，の
4点を設定しているが，④の「絆つくり」は「ソー
シャル・キャピタルの醸成」とほぼ同義である
と解釈することができると述べている（露口　
2016：1）。そして，今日の教育問題の解決の方
向性は，ソーシャル・キャピタル研究の主題で
ある社会関係資本による人的資本の拡充，すな
わち，「つながりづくりはひとづくり」とする
視点であるという（露口　2018：1）。以下では，
教育分野の中で，ソーシャル・キャピタル概念
がどのように地域活性化と結び付けて語られて
いるのかについてみていきたい。
３. １．ソーシャル・キャピタルとは
　ソーシャル・キャピタルは社会関係資本と訳
され，近年，社会学，政治学，経済学といっ
た多くの領域で用いられる学際的な概念であ
る。パットナムによれば，調整された諸活動を
活発にすることによって社会の効率性を改善で
きる，信頼，規範，ネットワークといった社会
組織の特徴を意味する用語である（Putnam, R. 
D, 1993）。また稲葉陽二によれば，ソーシャル・
キャピタルの定義は学問分野や研究スタンスに
よって違いはあるが，その構成要素は「広義で
みれば「社会における信頼・規範・ネットワー
ク」を含んでおり，平たく言えば，信頼，「情
けは人の為ならず」「持ちつ持たれつ」「お互
い様」といった互酬性の規範，そして人やグ
ループの間の絆」として説明されている（稲葉
2011：3）。
　ソーシャル・キャピタルを最初に使用したの
は，20世紀初頭に活躍したアメリカ合衆国バー
ジニア州の指導主事のハニファン（Hanifan, L. 
J.）である。ハニファンから約70年後，コール
マン（Coleman, J. S.）やブルデュー（Bourdieu, 
P.）等の社会学者によってソーシャル・キャピ
タル論は展開される（元兼正浩　2017：107）。
露口によれば，ソーシャル・キャピタル研究は
教育と大変親和的であるという。ハニファンが
直面していた問題は，人口減少（北東部への人
口流出）によるコミュニティ崩壊である。この
難局を乗り切るために，ハニファンが選択した
戦略が，コミュニティ・センターとしての学校
を核とした地域活性化である。地域活性化は，
経済資本の流動化，文化資本の伝承，人的資本
の拡充，そして，これら３資本の基盤となる社
会関係資本（ソーシャル・キャピタル）を醸成
することで成立する。つながりがなければ，貨
幣・商品の流通，文化・伝統継承，人々の成長
は困難である。地域活性化の切り札にソーシャ
ル・キャピタルの醸成，すなわち，つながりづ
くりを選択した点にハニファンの教育（行政担
当）者としての先見の明があるという（露口　
2018：2）。
　また露口によれば，ソーシャル・キャピタル
は人々の結びつきの形態に着目すると，結束型，
橋渡し型，連結型の三つに区分できるという。
結束型は「家族や親友，隣人，自治会といった
同質的な利害や背景をもつ人びとの固い結びつ
き」，橋渡し型は「異質な利害や背景をもつ人
びとのゆるやかな結びつき」，連結型は「社会
階層の異なる個人や集団間の結びつき，社会的
弱者と公的機関との垂直的な結びつき」を指す
（露口　2016b：6-8ｂ）。柏木恵子によれば，結
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束型は，強いきずなが集団内の信頼や安心を生
み出すが，反面内向きでよそ者を排除し受け入
れないという排他性を持ち，帰属集団への利益
誘導が強く現れたり，内部規範が個人の自由を
制約したりする。結束型の欠点を補い，さらな
る社会的利益を生むのが橋渡し型の特徴の一つ
とされ，異質な人々を対等に結びつけ，社会の
平等・公正・寛容・自由といった側面にアプロー
チできるが，互酬性の規範が通用しないフリー
ライダー問題やメンバーの結束力や継続性を欠
きやすいという側面を持つ。また連結型は，底
辺層の権力組織へのアクセスを容易にするとい
う考え方が根底にある（柏木恵子　2016：66）。
　それでは，ソーシャル・キャピタルはどのよ
うにして醸成されるのであろうか。露口はパッ
トナムによる３つの構成要素，すなわち，所属
と対話交流（ネットワーク）・お互い様の規範
（互酬性規範）・信頼関係（信頼）から，３段階
での醸成を提案している。醸成の第１ステップ
は，人々が関わり合うためのネットワークとし
ての「体制づくり」にあるという。互酬性規範
としてのつながりを醸成するためには，人々が
力をあわせて行動するための活動が必要となる。
人々がぜひとも，関わりたい，参加したいと思
える魅力ある協働活動の設定が重要となる。す
なわち醸成の第２ステップは，お互い様の規範
を高める「活動づくり」であるといえる。信頼
としてのつながりを醸成するためには，他者理
解や対人関係形成の能力や具体的方法を，活動
参加者が保持・向上しておくことが必要である。
人々と信頼関係を築くためには様々な知識がす
でに存在する。そうした知識を獲得し実践する
ことで，信頼関係は高まり深まる。つまり醸成
の第３ステップは，信頼を高める「関係づくり」
にあるといえる。（露口　2018：1）。
　元兼もまた，ソーシャル・キャピタルの三つ
の構成要素，すなわち，所属と対話交流（ネッ
トワーク）・お互い様の規範（互酬性規範）・信
頼関係（信頼）は，ソーシャル・キャピタル醸
成の視点として活用できるという。これらの３
要素は，所属と対話交流・お互い様の規範・信
頼関係へと順次発展していくという構造を有し
ているという。すなわち，ネットワークとして
のつながりを醸成しようとする場合には，人々
が関わり合うための新たな団体・集団を設置し
たり，対話交流の機会を設ける等，知識・情報
を流通させるネットワーク構造の開発・整備
が必要となる。したがって醸成の第１ステップ
は，人々が関わり合うためのネットワークとし
ての「体制づくり」にあるといえる。互酬性規
範としてのつながりを醸成するためには，人々
が力をあわせて行動するための活動が必要とな
る。人々がぜひとも，関わりたい，参加したい
と思える魅力ある活動の設定が重要となる。す
なわち醸成の第２ステップは，お互い様の規範
を高める「活動づくり」であるといえる。信頼
としてのつながりを醸成するためには，他者理
解や対人関係形成の能力や具体的方法を，活動
参加者が保持・向上しておくとよい。人々と信
頼関係を築くためには，様々な知識がすでに存
在する。そうした知識を獲得し，実践すること
で，信頼関係は高まり深まる。つまり醸成の第
３ステップは，信頼を高める「関係づくり」に
あるといえる（元兼　2017：110）。
　まとめると，ネットワーク，規範，信頼を構
成要素とするソーシャル・キャピタルは，結束
型，橋渡し型，連結型のつながりがあげられる
が，その醸成のためには①人々が関わり合うた
めのネットワーク「体制づくり」，②互酬性規
範を高める「活動づくり」，③信頼を高める「関
係づくり」にあると考えられているといえる。
３. ２．コミュニティ・スクールによる
　　　  ソーシャル・キャピタルの醸成
　熊谷慎之輔は，ソーシャル・キャピタルを豊
かにし，よい「地域づくり」をしていくことが
子供たちにもプラスに影響してよい「学校づく
り」につながり，「学校づくり」に保護者や地
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域住民が関わることは，子供だけでなく，大人
自身の育ちや「地域づくり」にもつながってい
るともいえる。つまり，ソーシャル・キャピタ
ルを通して，「地域づくり」と「学校づくり」
は密接につながっているという（熊谷　2017：
99）。以下では，そうした事例についてみてい
きたい。
　柏木は，学校と地域の連携によるソーシャル
 ・キャピタルの醸成について，結束型に分類さ
れる地縁団体と中学校が連携する様子を描きな
がら，橋渡し型を含めたソーシャル・キャピタ
ルの醸成と学校教育の役割について，中学校に
おけるフィールドワークとインタビュー調査か
ら明らかにしている。柏木はその結果を，四点
にまとめている。
　第一に，ソーシャル・キャピタルを醸成しよ
うとする場合，結束型の地縁団体はその原動力
になり，その後橋渡し型の機能に移行すること
でソーシャル・キャピタルの長期的維持と発達
が可能になる様相が浮き彫りになったこと。第
二に，学校が公正と多様性を保障する橋渡し型
ソーシャル・キャピタルを醸成するための機能
を持つという点をあげている。学校は，結束型
の要素を多く有する組織であるが，社会的役割
として格差や差別の根絶も求められている。地
域の閉鎖性や排他性を克服するために，多様な
人々の参加機会の提供，本音で話し合える環境
整備，橋渡し機能を発揮するための教師の育成
が必要となる。第三に，学校と地域の連携組織
を関係基盤としてソーシャル・キャピタルを溜
めることができ，学校が持続可能なソーシャル
 ・キャピタルの醸成を促す拠点になりうると
いう。学校の地域の関係性が維持できていれ
ば，異なった教職員と住民との間にソーシャル・
キャピタルは復活できる。第四に，学校教育が，
子供の社会活動への参加意欲と主体性を育む教
育活動を通じて，現在および将来のソーシャル・
キャピタル醸成の一翼を担っているとまとめて
いる（柏木　2016：64-85）。
　大林正史は，学校と地域の連携としてのコ
ミュニティ・スクールの指定によって，ソーシャ
ル・キャピタルが形成される可能性や形成過程
について，学校運営協議会を設置した学校に対
するアンケート調査や，小学校における学校運
営協議会の参与観察と教員と元保護者に対する
インタビュー調査から，以下のようにまとめて
いる。
　ソーシャル・キャピタル形成の可能性につい
ては，第一に，アンケート調査から，コミュニ
ティ・スクールに指定されることによって，教
職員や委員，保護者，地域住民間のソーシャル・
キャピタルが形成される可能性があること，第
二に，コミュニティ・スクールの指定によるソー
シャル・キャピタルの形成が認識されていない
学校も存在することである。
　次にどのような運営がソーシャル・キャピタ
ルの形成を促すことができるのかについては，
インタビュー調査から次の三点を指摘している。
第一に，学校運営協議会の役割を，制度の趣旨
通りに学校教育を「評価や査定」する組織とし
て意味づけするのではなく，「教職員と地域住
民・保護者との連携と協働」を促す組織と意味
づけることにより，教職員と保護者，地域住民
間のソーシャル・キャピタルの形成を促すこと
ができる。第二に，学校運営協議会という場と，
共同の教育活動における教職員と保護者，地域
住民間のコミュニケーションが，教職員と地域
住民間のソーシャル・キャピタルの形成を促す。
第三に，保護者，地域住民を巻き込んだ教育活
動の創造と，保護者，地域住民と教職員間のソー
シャル・キャピタルの形成は，互いを強化する
関係にある（大林正史　2016：123-139）。
　諏訪英広・田中真秀・畑中大路は，ソーシャ
ル・キャピタル論の視座から，学校区における
学校運営協議会設置による地域活性化の実相を
明らかにするために，諏訪ら自身が学校運営協
議会委員である小学校において，元校長，現校
長，コミュニティ・スクール委員，学校支援ボ
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ランティア組織員に対するインタビュー調査を
実施している。
　諏訪らは，調査結果の分析を通して明らかに
なったことを三点にまとめている。第一に地域
特性については，新しい参入者と既存の住民並
びに商店街の住民や農業に従事する住民といっ
た区分が存在し，住民同士の強いつながりがあ
るといえず，コミュニティ・スクールを通した
学校との関係という点では，学校の取り組みに
積極的に関わる層とそうではない層の二極化が
あったこと。
　第二に地域活性化のイメージ・認識として
は，①地域の拠点としての学校に活気があるこ
と，特に学校や地域の中心的存在である子供に
活気があることが地域の活性化につながってく
る，あるいは，地域の活性化そのもののである
と認識していた。②地域住民が学校や地域の活
動等に参加・参画している状態を活性化と認識
していた。③人と人が「つながっている」状態
を活性化と認識していた。④学校運営協議会と
の関連の中での活性化の実際を，「つながり」
という視点から分析した結果，学校や子供の活
気，地域住民の学校や地域の活動等への参加・
参画，それらを通した「つながり」の醸成とい
う「活性化」が見られた。
　第三に活性化の促進要因とさらなる検討課題
について，①コミュニティ・スクールの設置・
実践が地域の活性化に深く関わっており，コ
ミュニティ・スクールは教員と地域住民等をつ
なぐ「場」と「活動」として地域住民同士も繋
ぐ機能を有し，そのつながりが地域住民へ「や
りがい」や安心感を与え，それらを基盤とした
地域の活性化が引き起こされていた。②地域の
キーパーソンが先導して地域住民自らがつなが
りを紡ぐ多様な「場」と「活動」を作り上げる
ことが活性化を促すことが分かったという。
　以上から諏訪らは，子供・学校と地域住民の
関係性やつながりに加えて，地域住民同士の関
係性やつながりを地域活性化の重要な側面と捉
えた時，それらを醸成しつなぐために，コミュ
ニティ・スクールが「橋渡し型」のソーシャル
 ・キャピタルを機能させるツールとなる可能性
が示唆されるという（諏訪英広・田中真秀・畑
中大路　2018：51-63）。
　以上からコミュニティ・スクールによるソー
シャル・キャピタル醸成の可能性について，以
下のことがまとめられる。コミュニティ・スク
ールにおいては，学校運営協議会を「教職員と
地域住民・保護者との連携と協働」を促す組織
と意味づけることでソーシャル・キャピタルの
形成を促す可能性がある。すなわち，学校運営
協議会という場と共同の教育活動における教職
員と保護者，地域住民間のコミュニケーション
が，教職員と地域住民間のソーシャル・キャピ
タルの形成を促す。それは，コミュニティ・ス
クールが教員と地域住民等をつなぐ「場」と「活
動」として地域住民同士も繋ぐ機能を有し，そ
のつながりが地域住民へ「やりがい」や安心感
を与え，それらを基盤としたソーシャル・キャ
ピタルの醸成がなされるからである。その際，
地域のキーパーソンが先導して地域住民自らが
つながりを紡ぐ多様な「場」と「活動」を作り
上げることが醸成の要因として考えられる。
　そこで醸成されるソーシャル・キャピタル
は，結束型ソーシャル・キャピタルである地縁
団体を原動力とするが，橋渡し型ソーシャル・
キャピタルの機能に移行する可能性がある。そ
の際，学校が公正と多様性を保障する橋渡し型
ソーシャル・キャピタルを醸成するための機能
を持つことが期待されている。また，保護者と
教職員間，地域住民と教職員間のソーシャル・
キャピタルの醸成が保護者，地域住民を巻き込
んだ教育活動の創造とともに強化される。つま
り，子供・学校と地域住民の関係性やつながり
に加えて，地域住民同士の関係性やつながりを
地域活性化の重要な側面と捉えた時，コミュニ
ティ・スクールが橋渡し型ソーシャル・キャピ
タルの醸成に繋がると言えそうである。
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　加えて，コミュニティ・スクールが橋渡し型
ソーシャル・キャピタルを醸成することで，ソー
シャル・キャピタル全体の長期的維持と発達が
可能になること，また，コミュニティ・スクー
ルを関係基盤としてソーシャル・キャピタルを
溜めることで，学校が持続可能なソーシャル・
キャピタルの醸成を促す拠点となり，子供たち
のソーシャル・キャピタル，さらには将来のソー
シャル・キャピタル醸成となる可能性があると
考えられる。
４．要約と課題
　この小論の目的は，コミュニティ・スクール
による地域活性化について，ソーシャル・キャ
ピタル醸成の立場からの可能性をいくつかの文
献から検討することにある。学校運営協議会制
度であるコミュニティ・スクールは，地域住民
が学校と連携することによって，地域住民の個
人的な有用感や生きがいにつながるだけではな
く，学校を中心とした地域ネットワークや絆の
創出につながることが展開されている。このコ
ミュニティ・スクールに必要とされているのが
「熟議」「協働」「マネジメント」という機能で
あり，熟議にもとづく協働，それを支えるマネ
ジメントが求められている（以上2.）。
　ネットワーク，規範，信頼を構成要素とする
ソーシャル・キャピタルには，結束型，橋渡し
型，連結型のつながりがあげられるが，その醸
成のためには①人々が関わり合うためのネット
ワークとしての「体制づくり」，②互酬性規範
を高める「活動づくり」，③信頼を高める「関
係づくり」が必要とされる（以上3.1.）。
　コミュニティ・スクールによるソーシャル・
キャピタル醸成の可能性については，コミュニ
ティ・スクールにおいて，学校運営協議会とい
う場と共同の教育活動における教職員と保護者，
地域住民間のコミュニケーションが，教職員と
地域住民間のソーシャル・キャピタルの形成を
促す。そこで形成されるソーシャル・キャピタ
ルは，橋渡し型ソーシャル・キャピタルの機能
を持ち，学校を中心に活動することで，ソーシャ
ル・キャピタル全体の長期的維持と発達が可能
になる可能性があることが示された（以上，3.1.）。
　以上のまとめに基づき，今後の展開として，
教職員と保護者，教職員と地域住民間のソー
シャル・キャピタル醸成だけではなく，地域内
にもともと存在していた地域住民間の結束型あ
るいは橋渡し型のソーシャル・キャピタルがコ
ミュニティ・スクールによってどのように変容
するのか，そこに新たな橋渡し型ソーシャル・
キャピタルがどのように形成されるのか，また
その形成のために「熟議」「協働」「マネジメン
ト」の機能は「体制づくり」「活動づくり」「関
係作り」場面においてどのように展開されてい
るのかについて，より詳細に，調査分析を行っ
ていきたい。
 
注
1）  コミュニティ・スクールは法的には，2004年
に改正施行された「地方教育行政の組織及び運
営に関する法律」第47条の5に基づき，学校運
営協議会制度が導入されたことで開始されてい
る。2017年には再度改正施行され，第47条の6
によれば，「①学校運営協議会の設置が教育委
員会の努力義務に」「②学校運営への必要な支
援についても協議すること」「③学校運営協議
会の委員に，学校運営に資する活動を行う者（地
域学校協働活動推進員等）を追加」「④教職員
の任用に関する意見の範囲について，教育委員
会規則で定めることが可能に」「⑤複数校で一
つの学校運営協議会を設置することが可能に」
「⑥協議結果に関する情報を地域住民に積極的
に提供することが努力義務に」といった改正が
なされている（文部科学省　2018a：1）。
2）  佐藤晴雄は，こうしたコミュニティ・スクー
ルの展開について，中央教育審議会の述べる「開
かれた学校づくり」という「教育論」（学校・
地域連携論）を拠り所とするインフォーマルな
自称型と，官邸主導型の学校評議員の発展型と
する「政策論」（学校の制度的改革）に根付い
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たフォーマルな学校運営協議会の仕組みの創設
という形で，コミュニティ・スクールは制度化
したと述べる。教育論としてのコミュニティ・
スクールは，カリキュラム論として，学校や地
域連携による「ソーシャル・キャピタル」志向
であるのに対して，政策論としてのコミュニ
ティ・スクールは地方分権政策として，新し
いタイプの公立学校をめざす「スクール・ガバ
ナンス」志向であるという（佐藤晴雄　2016：
12-13）。ガバナンス論からみたソーシャル・キャ
ピタルも，佐藤（2016，2017a，2017b）などで
展開されている。
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付　記
　　　本論は，平成28 ～ 30年度科学研究費（基
盤研究B）助成「人口減少社会における持続
可能な地域モデルの構築に関する研究」（研
究代表　的場信樹），および平成30年度佛教
大学総合研究所常設研究助成「南丹市の地
域社会と佛教大学の地域連携活動に関する研
究」（研究代表　近藤敏夫）による研究成果
の一部である。
　　　　　（おおつか　たかお　
　　　　　　　　　佛教大学社会学部准教授）
